




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































発信者 受信者 ρ■一冒一一 返答
状況　　　　　　　　　　　　　　　状況
インフオメーション インフォメーション
スケルトン・プラン
翻訳（外国語へ）
4－一一自然な文体←一一正しい語法と形態
翻訳
i自国語へ）タイプライティング
，／明確な目的
_受信者への配慮
Q美しい外観@　　（正しい体裁）
@　　　　　脱漏の
@　　チェック読み返し
q＿＿＿誤記，
発　信 受　信
コミュニケーション・ギャップ
b。mmunicati・n　Gap
iSemantic　Barrier） ?
　　Fig．2　ビジネス・コミュニケーションのプロセス（Business　Communication
　　　　　Process）
　図形2から容易に推論できるとおり，ビジネス・ライティングに当っては，
その事前準備として起草者（communicator）をとりまく状況だけでなく，可能な
限り相手の状況も含めた正確なインフォメーションを集約し，スケルトソ
（skeleton）を考えなくてはならない。このスケルトン・プランに際して，正確
な情報にもとつく明確な目的と相手の立場を十分に配慮する心構えが肝要であ
る。と同時に，演繹的思考方法による構成とするか，帰納的思考方法による構
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成とするかの選択も大切なことといえる。
　さて，以上の要素にも増して重要なことは翻訳（encoding／decoding＞の問題で
ある。Yours　of　the　10th　inst．　received　and　noted．といった紋切型の決まり
文句あるいは没個性的な文章は，たとえば，We　thank　you　very　much　for
your　le亡ter　of　October　10．（yoursを1etterと考えた場合。状況によってyoursが
1etterかtelegramかあるいはtelexかなどは判明する。）といった温かみのある，よ
り自然な文章に道を譲っている。翻訳に当っては，文の構成，単語の選択，ス
ペリング，文法，句読点などに細心の注意を払うだけでなく，事実関係，日
付，名称，数字，標題などに誤りが生ずるようなことがあってはならない。
　投函された文書が相手に届いた場合，英語国民は別として，一般的には自国
語への翻訳（decoding）の必要があろう。このような場合，送られたmessage
に対して正しい解釈がなされないとコミュニケーション・ギャップ（communica・
tlon　gapあるいはsemantic　barrier）が発生する。やはり，発信者および受信者
（c・mmunicators）ともに，正しい言語の用法に精通していないと折角のスケル
トン・プランも水泡に帰する懸念がある。語学力の重要性が認識されなくては
ならない所以である。
（1〕LGartside，　Modern　Business　Correspondence，　Macdonald　and　Evans　Ltd．，1963，　p．198，
J．H．Janis／H．R．Dressner，　Business　Writing，　Barnes＆Noble，1972，　p．20
6．　「商業英語現象」の多様性
　中村巳喜人教授の表現による「商業英語現象（＝商業の場において一定の現実的
効果をあげることを目的とする意思伝達のための英語を用いて行なわれる動的な言語活
動）」の概念は，それ自体独立した普遍的な一つの概念として把握できるが，
「商業の場」の規定によってそこにはさまざまな「商業英語現象」が発生する
と考えられる。
　もしこのことが是認されるとすれぽ，わが国の現状を考慮した「商業英語現
象」・即ち，日本というnational　unitの立場から尭生する「商業英語現象」を
　74　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（168）
分析してみることができる。そして，その結果としては次のような分類と図形
が出来上るが，このような分類を可能とした歴史的発展過程との絡みで考察す
ると何らかの成果が予見される。
　〔A〕「商業の場」をわが国商社・メーカーの本社中心に考え，日本人をコミ
　　ュニケーター（communicator）とする場合
　中野宏一助教授は，「企業内国際コミュニケーション関する一考察一商業
英語へのマーケティング・アプローチー（1｝」という最近の論文の中で，「商業
英語の日本における研究においては，貿易英語が中心的研究対象であったが，
近年の日本企業の国際的展開に伴い，実業界においては大きな変化が進行中で
ある。」と述べ，「問題になるのは，在外貿易事業所には日本人が居るというこ
とである。明治8年（1875年）の東京商法講習所設立以来昭和43年まで，わが
国において輸出のための貿易通信とは外国人とのコミュニケーションであると
考えられてきたが，昭和44年以降日本人が居る在外貿易事業所との通信が中心
的地位を占めるように逆転したのであり，そのような事実の認識は重要であ
る。」（圏点は筆者が引いたもの）との見解を表明された。
　この見解は，日本企業の在外貿易事業所が取扱う日本からの輸出額が日本企
業の総輸出額に占める割合を根拠として論じておられると理解するが，在外貿
易事業所との通信量と日本の全企業の対外通信総量との比較がなされていない
点にいま一つ説得性に欠けるものがあるように思われる②。もっとも，同助教
授は，企業内国際コミュニケーションであっても英語の特性その他の事情を勘
案すると英語によるコミュニケーションが望ましいとの主張を根拠をあげて論
じておられるので，ここで筆者が述べようとする論点と乖離するわけではな
いo
　さて，本題に返って，「商業の場」をわが国中心に考えると，やはり貿易取
引を中心とした局面が浮上してこよう。このような点を考慮しながら，この場
合を図形化してみると図形3（Fig．3）のようなものができあがる。
　〔B〕「商業の場」をわが国在外貿易事業所（在外支店，出張所，現地法人など）中
　　心に考え，日本人（現地駐在員）をコミュニケーターとする場合
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　この場合のビジネス・コミュニケーショソの対象は，本社，現地の関係先
（現地従業員を含めて政府，取引先等），第三国の関係先，即ち，Intra－company，
Interna1（lnterpersona1），　or　International　Business　Communicationとなろう。
就中，現地の関係先とのビジネス・コミュニケーションは現地語ないし英語で
行なわれるであろうし，英語による場合は現地の「商業の場」に照らしての研
究と理解が要請される。従って，例えぽ，わが国に直接的になじまないとされ
る純粋米国型ビジネス・コミュニケーションも「米国における商業の場」を背
景とする限り直接的影響を及ぼすことになる。
　従って，今日の「解放型」の経済状況の観点に立つと，純粋米国型ビジネ
ス・コミュニケーションの修得も時代の要請として十分な研究価値があること
が理解できる。
　さて，以上のような観点を考慮に入れてその図形化を考えてみると図形4
（Fig．4）のようなものができあがる。
　〔C〕「商業の場」を在日外国企業中心に考え，日本人をコミュニケーターと
　　する場合
　この場合のビジネス・コミュニケーションの対象としては，在日外国企業の
本社あるいは外国の関係先，わが国における関係先（この場合は日本語の使用が多
いと思われる），在日企業に派遣されている駐在員（この場合は報告書や会話が中心
となろう），即ち，Intra－company，　International，　Internal，　or　Inter．personal
Business　Communicationが考えられる。
　そして，在日外国企業の本社を対象とする場合には，特に当該国におけるビ
ジネス・コミュニケーションの方式に精通しておくことが重要なことになろ
う。
　以上のような観点を考慮しながらこの場合の図形化を考えてみると図形5
（Fig．5）のようなものができあがる。
（1）中野宏一，商経論叢第14巻3・4号，神奈川大学，昭和54年，53～76頁参照。
②何故かといえば，確かに同助教授の作成になる資料をみると，日本企業の在外貿易事業所が取
　扱った日本からの輸出額と日本企業の総輸出額との割合は，昭和44年以降50％を越えている事
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が指摘されている。しかし，一方において，在外貿易事業所を設置している目本企業の数をみる
と，昭和44年においては8，435企業のうちの610企業（約7．2％）に過ぎない。昭和53年の統計
によってみても10，534企業のうちの909企業（約8．6％）である。また，年間輸出額が1，000億円
以上の大規模企業の企業数は全体（10，534企業）のO．4％に過ぎないが，その輸出額は輸出総額の
69．2％（約7割）を占めている（通商産業省通商政策局編，貿易業態統計表，昭和53年，5～6頁参
照）。
　このような事実からみて，在外貿易事業所を設置している日本企業は，全体的には僅かであっ
ても大規模企業による寡占化状況が見られるわが国の輸出実態（輸入も同様）からいって，在外貿
易事業所の増加（同一企業が在外貿易事業所を増設するなども十分考えられる）とともにその取扱
量が増大していることは理解できる。
　以上のような論拠から，在外貿易事業所の取扱額が50％を上回ったことが即日本人が居る在
外貿易事業所との通信が中心的地位を占めるように逆転したと断言できないのではないかと考え
る。成約，不成約に拘らず日本企業（在外貿易事業所の有無に関係なく）の在外貿易事業所以外の
取引先との通信量も可成りの量にのぼることが推測される。
結 び
　第1節において問題提起した「商業英語学」の概念規定について，今日まで
の諸見解を参考にしながら一定の評価と結論を得た。
　例えば，中村巳喜人教授による概念規定を中心としたユ＝バーサルな「商業
英語学」の概念規定が定着するまでにはかなりの時日を要するかも知れない。
しかし，「商業英語学」の確立を目ざしてその方法論の定着とその方向に沿っ
た業績の集積は，やがて大方の研究者からも「商業英語学」としての認知を獲
得するものと確信する。
　本稿においては，わが国における商業英語研究の領域についても簡単に言及
した。「商業の場」の設定変化に伴うわが国の「商業英語現象」の多様性を念
頭におきながら，「商業英語学」原点の模索とフィードバック（反復）を忘れず
に「商業英語」に係わる諸問題を解明して行くことがますます重要な課題と考
える。
